
入札公告

次のとおり一般競争入札に付します。

なお、本入札に係る落札決定及び契約締結は、当該業務に係る令和６年度 が特別調達資金

財務大臣の承認を受け、特別調達資金使用計画示達がなされることを条件とします。

令和６年３月４日

特別調達資金契約等担当官

防衛省地方協力局次長 山野 徹

１ 役務概要

(1) 件 名 実弾射撃訓練の移転（北富士）に伴う輸送等役務

(2) 役務内容 入札説明書による。

(3) 役務期間 入札説明書による。

(4) 役務場所 入札説明書による。

(5) 入札方式 一般競争入札

(6) 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額をもって落札額とし、当該契約は消

費税及び地方消費税が免税される。

２ 競争参加資格

（ ）「 」 「 」(1) 令和04・05・06年度防衛省競争参加資格 全省庁統一資格 役務の提供等 の Ａ

又は「Ｂ」の等級に格付され、関東・甲信地域の競争参加資格を有するものであるこ

と。

(2) 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という ）第70条及び。

第71条の規定に該当しない者であること。

(3) 防衛省から指名停止等の措置を受けている期間中の者でないこと。

(4) 輸送に必要な許可又は認可等を輸送開始日までに受けていること。また、第三者に

委託し、又は下請させる予定であるときは、当該業務の受託者又は下請人が輸送に必

要な許可又は認可等を輸送開始日までに受けていること。

(5) 人員輸送又は物資輸送を一括して第三者に委託し、又は下請させる予定であるとき

、 。は 当該業務の受託者又は下請人が上記(2)から(4)までに示す資格を有していること

(6) 平成26年４月１日以降において、次の業務の受注実績（旅行の主催実績）を有する

こと。なお、人員輸送又は物資輸送を第三者に委託し、又は下請させる予定であると

きは、受託者又は下請人が当該業務の受注実績（旅行の主催実績）を有すれば足りる

ものとする。

ア 貸切航空機（旅客定員100名以上の航空機（他社所有の航空機を借り上げた場合を

含む ）で、全客席を借上げる場合に限る ）を利用した人員輸送又は団体旅行で、。 。

これに前後するバス輸送等を一貫して実施したもの。

イ 貸切船舶（他社所有の船舶を借り上げた場合を含む ）を利用した重量物又は大型。

車両の大量輸送で、これに前後する港湾荷役等を一貫して実施したもの。

(ｱ)重量物とは、単位重量が35トンを超えるものをいう。

(ｲ)大型車両とは、積載量が５トン以上の貨物自動車又は単位重量が35トンを超える

車両をいう。

(ｳ)大量輸送とは、重量物又は大型車両を一度に20以上輸送することをいう。

ウ 火薬類の輸送（他社所有の車両を借り上げた場合を含む。火薬類の運搬に関する

内閣府令（昭和35年総理府令第65号）別表第１に定める数量を超えるものに限る ）。



３ 入札手続等

(1) 担当部局

〒162-8801 東京都新宿区市谷本村町５－１ 防衛省市ヶ谷庁舎Ｄ棟７階

防衛省地方協力局在日米軍協力課訓練協力班

電話 03-5366-3111 内線36084・36087・36088

(2) 入札説明書の交付期間、交付申込先等

ア 交付期間 令和６年３月４日（月）から同年３月15日（金）まで（行政機関の休

日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条第１項各号に規定する行

政機関の休日（以下 「行政機関の休日」という ）を除く ）の毎日、午、 。 。

前９時半から午後５時まで（正午から午後１時までの間を除く 。ただ。）

し、３月15日（金）については、正午まで。

イ 交付方法 電子媒体または紙媒体で交付を行う。

交付を受けた際には、入札説明書受領書を提出すること。

ウ 交付申込先 上記３(１)に同じ。

(3) 一般競争参加資格確認申請書及び一般競争参加資格確認資料（以下「申請書等」と

いう ）の提出期間、提出場所及び提出方法。

ア 提出期間 令和６年３月４日（月）から同年３月15日（金）まで（行政機関の休

日を除く ）の毎日、午前９時半から午後５時まで（正午から午後１時ま。

での間を除く 。ただし、３月15日（金）については、正午まで。。）

イ 提出場所 上記３(１)に同じ。

ウ 提出方法 入札説明書による。

(4) 開札日時及び開札場所

ア 開札日時 令和６年３月27日（水） 午後２時00分

イ 開札場所 防衛省市ヶ谷庁舎Ｅ２棟３階 入札室

(5) 入札書の提出期限及び提出方法

上記３(４)の開札日時に開札場所に持参すること。郵送等による場合は、令和６年

３月26日（火）午後５時00分までに上記３(1)へ提出すること （期限までに必着）。

４ その他

(1) 入札説明書受領の際、資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写しを提示するこ

と。

(2) 原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めないものとする。ただ

し、真にやむを得ない事由を防衛省が認めた場合には、この限りではない。

(3) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

(4) 入札保証金及び契約保証金

ア 入札保証金 免除。

イ 契約保証金 免除。

(5) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽の

記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

(6) 落札者の決定方法 入札参加者は、価格をもって入札し、入札価格が予決令第79条

の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入

札を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、

その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められる

とき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ

があって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格を

もって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがあ

る。

(7) 契約書作成の要否 要

(8) 詳細は、入札説明書による。


